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              は じ め に 

 

 総務省が平成１８年に示した「地方公共団体における行政改革のさらなる推進のた

めの指針」のなかで、市町村等の地方公共団体は、国のモデル≪総務省方式モデル又

は基準モデル≫を基準として公会計の整備に取り組み、財務書類４表等の公表を行う

こととされています。 

 本町ではこの指針を受け、平成２２年度決算から、町の普通会計の財務書類を総務

省方式改訂モデル方式により作成することになり、本年で６年目となります。 

 従来の公会計制度では現金主義による単式簿記であり、現金の動きが分かりやすい

反面、「資産・負債・コスト」などの情報量が少ないというデメリットがありました

が、この新公会計制度では、発生主義による複式簿記の考え方を取り入れたことによ

り、「資産・負債・行政コスト」などを数値情報として把握することが可能となりま

す。 

 

 

新公会計制度について 

 

１ 財務書類とは 

 総務省が示した指針における財務書類とは、 

  ① 貸 借 対 照 表 （「バランスシート」ともいいます。） 

  ② 行政コスト計算書 

  ③ 純資産変動計算書 

  ④ 資金収支計算書 

のことをいいます。この４種類の表「財務書類４表」はそれぞれ違った観点からの財

政状況を分析した数値情報を示しています。 

 

２ 財務書類作成の方法 

 財務書類作成の基準として総務省は「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の

２つの作成方法を示しています。 

いずれのモデルも発生主義による複式簿記の考え方を基本としている点は同じです

が、作成過程や会計処理方法等に相違があります。 

 当町では、地方公共団体の多くが採用している「総務省方式改訂モデル」を用いて

作成します。 
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３ 財務書類の作成範囲（連結する財務書類） 

 普通会計の財務書類及び本町の財政を構成する特別会計を含めた地方公共団体全

体の財務書類並びに本町が加入する一部事務組合・広域連合などの関係機関の会計を

連結しこれらを一つの行政サービス実施主体とみなした連結財務書類を作成します。 

連結の対象範囲は以下のとおりです。 

４ 財務書類と概要 

 財務書類４表の内容と神川町の連結した各表の概要は次の通りです。 

 

① 貸借対照表 

資産や負債に関する財産等の情報を整理した表です。 

行政サービスを提供するために保有している土地、建物、資金などの「資産」、

資産を取得するための財源である地方債や未収金などの「負債」、国県補助金、

町一般財源等などの「純資産」の３つの項目で構成されています。 

 

資産の部 

 

-行政サービスの財産- 

（土地、建物、資金など） 

 

負債の部 

 -将来世代が負担するもの- 

（地方債、未収金など） 

純資産の部 

 -これまでの世代が負担したもの- 

（国県補助金、町一般財源など） 

資産の部         ＝   負債の部  ＋ 純資産の部 

 

 

 

 

神川町 

一 般 会 計 

普通会計 

・一般会計 

 

 

 

 特 別 会 計 

・住宅資金貸付事業特別会計 

・町営バス事業特別会計 

 

 

公営事業 

会  計 

・国民健康保険特別会計 

・介護保険特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

  

 

・公共下水道事業特別会計 

・観光事業特別会計 

公営企業会計 ・水道事業会計 

 

連結対 

象団体 

一部事務組合 
・児玉郡市広域市町村圏組合 

・埼玉県市町村総合事務組合 

広 域 連 合  
・彩の国さいたまひとづくり広域連合 

・埼玉県後期高齢者医療広域連合 
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※神川町の連結貸借対照表の概要（Ｐ９参照） 

 住民サービスを提供するために保有している土地や建物、資金などの 

「資産」合計は 261.2億円です。この資産を形成するための財源内訳は、

将来世代の負担である「負債」が 76.6億円（29.3％）、これまでの世代

が負担した「純資産」が 184.6億円（70.7％）となっています。 

  

 

② 行政コスト計算書 

    行政の運営にかかる費用（＝コスト）情報を整理した表です。 

    社会保障や施設の維持費などの行政サービスを提供するために発生した費

用（経常行政コスト）と、保育料や諸証明手数料などの行政サービスの対価と

して得られた収入（経常収益）を対比させたものです。 

【 

経常行政コスト 

○性質別 

・人件費 

・物件費 

 ・社会保障給付など 

○目的別 

・生活基盤（インフラ） 

・教育 

・福祉など 

経常収益 

       ○性質別収益 

        ・使用料 

        ・分担金 

        ・保険料など 

純経常行政コスト  ＝ 経常行政コスト － 経常収益 

 

 

※神川町の連結行政コスト計算書の概要（Ｐ１０～１１参照） 

 経常行政コスト 96.7億円に対して、経常収益は 37.5億円であり、差

し引き 59.2億円の純経常行政コストとなっています。したがって、経常

行政コストに対する受益者負担（＝両者の差額）の割合は、61.2％とな

っています。 
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③ 純資産変動計算書 

    貸借対照表に計上されている純資産の変動情報を整理した表です。 

    純資産がどのような理由で増減したのかを表したものです。         

 
期首純資産残高 

 

 

 

変動要因 ⇒ 

 

・純経常行政コスト 

・一般財源 

・補助金等受入   

・臨時損益 

     など 

 

※１年間で純資産

がどのように変動

したか、変動要因が

分かります 

 

 
期末純資産残高 

 

 

※神川町の連結純資産変動計算書の概要（Ｐ１２参照） 

 59.2億円の純経常行政コストに対して、地方税や地方交付税等の一般

財源で 41.8億円、補助金等受入で 23.7億円の増が生じた結果、純資産

は平成２７年度中に 5.6億円増加し、184.6億円となっています。 

 

④ 資金収支計算書 

    現金の流れ（キャッシュフロー）情報を整理した表です。 

    行政活動を「経常収支の部」、「公共資産整備収入の部」、「投資・財務的収支

の部」の３つに区分し、それぞれの活動ごとの現金の出入りを表したものです。 

収 入 区   分 支 出 

・地方税 

・国県補助金 

・手数料 

 など 

経 常 的 収 支 の 部 

（日常的な行政活動の資金収支状況） 

・人件費 

・物件費 

・社会保障給付 

 など 

・補助金 

・国県補助金 

・地方債 など 

公共資産整備収支の部 

（公共事業に伴う資金収支状況） 

・公共資産整備 

 支出 

  など 

・貸付金回収 

・借入金 

 など 

投資・財務的収支の部 

（投資活動や借金返済に伴う資金収支状況） 

・地方債償還額 

・基金積立額 

・貸付金 など 
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※神川町の連結収支計算書の概要（Ｐ１３～１４参照） 

 経常的収支の部で生じた収支剰余金 15.2 億円及び公共資産整備収支

の部で生じた収支不足 1.5 億円並びに投資・財務的収支の部で生じた収

支不足 12.7 億円を合計すると、総額で 1.0 億円の収支余剰となり平成

２７年度末の資金残高が 21.6億円に増額となっています。 

 

 

５ 神川町の財務書類４表 

    神川町普通会計の財務書類４表及び本町の財政を構成する特別会計を含めた地方

公共団体全体の財務書類４表並びに一部事務組合・広域連合の会計を連結した財務書

類４表は以下のとおりです。   



　１公共資産 　１固定負債
　　(１)有形固定資産 　　(１)地方債 4,493,913

　　　  ①生活インフラ・国土保全 7,139,518 　　(２)長期未払金
　　　  ②教　育 5,704,218 　　　  ①物件の購入等 0

　　　  ③福　祉 412,549 　　　  ②債務保証又は損失等 0

　　　  ④環境衛生 84,703 　　　  ③その他 0

　　　  ⑤産業振興 2,045,650 　　　     長期未払金計 0

　　　  ⑥消　防 287,219 　　(３)退職手当引当金 0

　　　  ⑦総　務 1,367,369 　　(４)損失補償等引当金 0

　　　　  有形固定資産合計 17,041,226 　　(５)その他 0

　　(２)売却可能資産 271,371 固定負債合計 4,493,913

公共資産合計 17,312,597

　２流動負債
　２投資等 　　(１)翌年度償還地方債 402,076

　　(１)投資及び出資金 　　(２)短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

　　　  ①投資及び出資金 381,770 　　(３)未払金 0

　　　  ②投資損失引当金 △ 352,270 　　(４)翌年度支払予定退職手当 0

　　　     投資及び出資金計 29,500 　　(５)賞与引当金 0

　　(２)貸付金 0 　　(６)その他 0

　　(３)基金等 流動負債合計 402,076

　　　  ①退職手当目的基金 0

　　　  ②その他特定目的基金 274,291 負 債 合 計 4,895,989

　　　  ③土地開発基金 146,918

　　　  ④その他定額運用基金 100

　　　  ⑤退職手当組合積立金 0

              基金等計 421,309 　１公共資産等整備国県補助金等 3,008,771

　　(４)長期延滞債権 474,189

　　(５)回収不能見込額 △ 62,973 　２公共資産等整備一般財源等 12,657,294

投資等合計 862,025

　３その他一般財源 △ 994,964

　３流動資産
　　(１)現金預金 　４資産評価差額 99,471

　　　  ①財政調整基金 692,296

　　　  ②減債基金 239,273 純資産合計 14,770,572

　　　  ③歳計現金 560,370

　　　  ④歳計外現金 0

　　　　  現金預金計 1,491,939

　　(２)未収金
　　　  ①地方税 0

　　     ②その他 0

　　　  ③回収不能見込額 0

　　　　  未収金計 0

流動資産合計 1,491,939

資   産  合  計 19,666,561 負債・純資産合計 19,666,561

［ 純資産の部 ］

［ 資産の部 ］ ［ 負債の部 ］

１-１　普通会計貸借対照表

（単位：千円）

借　　　　　　方 貸　　　　　方

（平成２８年３月３１日現在）
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※１他団体及び民間への支出金により形成された資産
①生活インフラ・国土保全 515,930 千円
②教育 683 千円
③福祉 10,748 千円
④環境衛生 184,055 千円
⑤産業振興 504,405 千円
⑥消防 4,285 千円
⑦総務 165,057 千円

計 1,385,163 千円

上の支出金に充当された財源

①国県補助金等 583,671 千円
②地方債 0 千円
③一般財源等 801,492 千円

計 1,385,163 千円

※２債務負担行為に関する情報
①物件の購入等 796,846 千円
②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
③その他 883,379 千円

※３地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち5,063,747千円については、
償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地方債・
（長期）未払金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

普通会計の将来負担額 8,523,709千円

[内訳]普通会計地方債残高 4,895,989千円 4,895,989千円

　　　債務負担行為支出予定額 256,228千円 256,860千円 △ 632千円

　　　公営事業地方債負担見込額 1,452,513千円 1,452,513千円

　　　一部事務組合等地方債負担見込額 300,635千円 300,635千円

　　　退職手当負担見込額 1,618,344千円 1,618,344千円

　　　第三セクター等債務負担見込額 0千円 0千円 0千円

　　　連結実質赤字額 0千円 0千円

　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0千円 0千円

基金等将来負担軽減資産 8,330,880千円

[内訳]地方債償還額等充当基金残高 2,159,979千円

　　　地方債償還額等充当歳入見込額 67,964千円

　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,102,937千円

(差引)普通会計が将来負担すべき 実質的な負債 192,829千円

※５有形固定資産のうち、土地は2,866,273千円です。
また、有形固定資産の減価償却累計額は19,135,054千円です。

内訳

※４普通会計の将来負担に関する情報 金額
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　１公共資産 　１固定負債
　　(１)有形固定資産 　　(１)地方債
　　　  ①生活インフラ・国土保全 9,017,507 　　　  ①普通会計地方債 4,493,913

　　　  ②教　育 5,704,218 　　　  ②公営事業地方債 2,166,607

　　　  ③福　祉 412,549 　　　  地方公共団体計 6,660,520

　　　  ④環境衛生 2,289,498 　　(３)長期未払金 0

　　　  ⑤産業振興 2,045,650 　　(４)引当金 0

　　　  ⑥消　防 287,219          （うち退職手当等引当金） 0

　　　  ⑦総　務 1,367,369          （うち損失補償等引当金） 0

　　　  ⑧収益事業 0          （その他の引当金） 0

　　　  ⑨その他 0 　　(５)その他 0

　　　  有形固定資産合計 21,124,010 　　固定負債合計 6,660,520

　　(２)無形固定資産 36

　　(３)売却可能資産 271,371 　２流動負債
   公共資産合計 21,395,417 　　(１)翌年度償還予定額 461,941

　　(２)短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

　２投資等 　　(３)未払金 16,071

　　(１)投資及び出資金 29,500 　　(４)翌年度支払予定退職手当 0

　　(２)貸付金 0 　　(５)賞与引当金 2,050

　　(３)基金等 430,263 　　(６)その他 0

　　(４)長期延滞債権 670,722 　　流動負債合計 480,062

　　(５)その他 0

　　(６)回収不能見込額 △ 119,712 　　負債合計 7,140,582

　　投資等合計 1,010,773

［純資産の部］
　３流動資産
　　(１)資　金 2,046,200 　１公共資産等整備国県補助金等 3,956,787

　　(２)未収金 28,137

　　(３)販売用不動産 0 　２公共資産等整備一般財源等 12,657,294

　　(４)その他 353

　　(５)回収不能見込額 0 　３その他一般財源 626,746

　　流動資産合計 2,074,690

　４資産評価差額 99,471

　４繰延勘定 0

　　純資産合計 17,340,298

資　産　合　計 24,480,880 負債・純資産合計 24,480,880

※１債務負担行為に関する情報
　　①物件の購入等 796,846 千円
　　②債務保証又は損失補償 0 千円
　　（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
　　③その他 883,379 千円
※２普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,516,260千円については、

　　償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３有形固定資産のうち、土地は3,031,450千円です。
　　また、有形固定資産の減価償却累計額は22,587,493千円です。

［資産の部］ ［負債の部］

１-２　地方公共団体全体の貸借対照表

（単位：千円）

借　　　　　方 貸　　　　　方

（平成２８年３月３１日現在）
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　１公共資産 　１固定負債
　　(１)有形固定資産 　　(１)地方公共団体
　　　  ①生活インフラ・国土保全 9,017,507 　　　  ①普通会計地方債 4,742,126

　　　  ②教　育 5,704,218 　　　  ②公営事業地方債 2,166,607

　　　  ③福　祉 454,767 　　　  地方公共団体計 6,908,733

　　　  ④環境衛生 3,372,380 　　(２)関係団体
　　　  ⑤産業振興 2,045,650 　　　  ①一部事務組合・広域連合地方債 0

　　　  ⑥消　防 652,789 　　　  ②地方三公社長期借入金 0

　　　  ⑦総　務 1,377,343 　　　  ③第３セクター長期借入金 0

　　　  ⑧収益事業 0 　　　  関係団体計 0

　　　  ⑨その他 0 　　(３)長期未払金 0

　　　  有形固定資産合計 22,624,654 　　(４)引当金 205,536

　　(２)無形固定資産 36          （うち退職手当等引当金） 205,536

　　(３)売却可能資産 271,371          （うち損失補償等引当金） 0

   公共資産合計 22,896,061          （その他の引当金） 0

　　(５)その他 0

　２投資等 　　固定負債合計 7,114,269

　　(１)投資及び出資金 29,500

　　(２)貸付金 0 　２流動負債
　　(３)基金等 453,224 　　(１)翌年度償還予定額
　　(４)長期延滞債権 670,722 　　  ①地方公共団体 512,856

　　(５)その他 0 　　  ②関係団体 0

　　(６)回収不能見込額 △ 119,712 　　　  翌年度償還予定額計 512,856

　　投資等合計 1,033,734 　　(２)短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

　　(３)未払金 16,071

　３流動資産 　　(４)翌年度支払予定退職手当 0

　　(１)資　金 2,160,323 　　(５)賞与引当金 15,388

　　(２)未収金 28,532 　　(６)その他 0

　　(３)販売用不動産 0 　　流動負債合計 544,315

　　(４)その他 353

　　(５)回収不能見込額 0 　　負債合計 7,658,584

　　流動資産合計 2,189,208

　４繰延勘定 0

　１公共資産等整備国県補助金等 4,052,617

　２公共資産等整備一般財源等 13,818,364

　３他団体及び民間出資分 0

　４その他一般財源 489,967

　５資産評価差額 99,471

　　純資産合計 18,460,419

資　産　合　計 26,119,003 負債・純資産合計 26,119,003

※１債務負担行為に関する情報
　　①物件の購入等 796,846 千円
　　②債務保証又は損失補償 0 千円
　　（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
　　③その他 883,379 千円
※２普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,816,895千円については、

　　償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３有形固定資産のうち、土地は3,031,450千円です。
　　また、有形固定資産の減価償却累計額は22,587,493千円です。

１-３　連結貸借対照表

（単位：千円）

借　　　　　方 貸　　　　　方

［純資産の部］

（平成２８年３月３１日現在）

［資産の部］ ［負債の部］
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（単位：千円）

  自　平成２７年４月　１日
  至　平成２８年３月３１日

普通会計 地方公共団体全体 町全体連結
（一部事務組合等含む）

 　○経常行政コスト

　　　・人 件 費 977,334 1,122,927 1,325,394

　　　・退職手当等引当金繰入等 121,078 135,832 151,937

　　　・賞与引当金繰入金 0 0 13,337

　　　・物 件 費 826,828 1,094,338 1,241,441

　　　・維持補修費 19,352 37,492 62,543

　　　・減価償却費 674,889 816,029 933,521

　　　・社会保障給付 593,845 2,614,625 3,321,174

　　　・補助金等 1,191,470 2,021,569 2,028,629

　　　・他会計への支出額 753,307 757,983 757,983

　　　・他団体への公共資産整備補助金等 11,512 21,475 21,475

　　　・支払利息 34,866 81,347 82,172

　　　・回収不能見込計上額 0 54,632 54,632

　　　・その他行政コスト 0 △ 341,697 △ 323,336

　　　①経常行政コスト合計 5,204,481 8,416,552 9,670,902

　 ○経常収益

　　　・使用料、手数料 89,974 89,974 132,171

　　　・分担金、負担金、寄付金 64,653 1,206,218 2,054,299

　　　・保 険 料 0 538,309 538,309

　　　・事業収益 0 412,677 412,677

　　　・その他特定行政サービス収入 0 14,708 15,806

　　　・他会計補助金等 0 596,794 596,794

　　　②経常収益合計 154,627 2,858,680 3,750,056

5,049,854 5,557,872 5,920,846

経
常
行
政
コ
ス
ト

経
常
収
益

純行政コスト（①－②）

２-１　行政コスト計算書（性質別）
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（単位：千円）

  自　平成２７年４月　１日
  至　平成２８年３月３１日

普通会計 地方公共団体全体 町全体連結
（一部事務組合等含む）

 　○経常行政コスト

　　   ・生活インフラ、国土保全 431,645 521,292 521,292

　  　 ・教　　育 710,800 710,800 710,800

　　   ・福　　祉 1,552,721 4,536,075 5,267,793

　　　・環境衛生 345,906 710,172 992,911

　　　・産業振興 898,457 913,845 913,845

　　　・消　　防 341,352 341,352 541,111

　　　・総　　務 798,954 798,954 847,927

　　　・議　　会 89,780 89,780 90,728

　　　・そ  の 他 0 △ 341,697 △ 352,309

　　　・支払利息 34,866 81,347 82,172

　　　・回収不能見込計上額 0 54,632 54,632

　　　①経常行政コスト合計 5,204,481 8,416,552 9,670,902

　 ○経常収益

　　　・使用料、手数料 89,974 89,974 132,171

　　　・分担金、負担金、寄付金 64,653 1,206,218 2,054,299

　　　・保  険 料 0 538,309 538,309

　　　・事業収益 0 412,677 412,677

　　　・その他特定行政サービス収入 0 14,708 15,806

　　　・他会計補助金等 0 596,794 596,794

　　　②経常収益合計 154,627 2,858,680 3,750,056

5,049,854 5,557,872 5,920,846

経
常
行
政
コ
ス
ト

経
常
収
益

純行政コスト（①－②）

２-２　行政コスト計算書（目的別）
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     （単位：千円）

  自　平成２７年４月　１日
  至　平成２８年３月３１日

普通会計 地方公共団体全体 町全体連結
（一部事務組合等含む）

期首純資産残高 14,531,512 16,725,935 17,896,701

       ○純経常行政コスト △ 5,049,854 △ 5,557,872 △ 5,920,846

       ○一般財源

          ・地 方 税 1,694,058 1,694,058 1,694,058

          ・地方交付税 1,920,835 1,920,835 1,920,835

          ・その他行政コスト充当財源 541,490 541,490 565,166

       ○補助金等受入 1,130,729 2,078,745 2,367,373

　 　○臨時損益

　　　 ・災害復旧事業費 0 0 0

　　　 ・公共資産除売却損益 1,802 1,802 1,802

　　　 ・投資損失 0 0 0

　　　 ・収益事業純損失 0 0 0

　　　 ・そ の 他 0 0 0

        ○出資の受入・新規設立 0 0 0

        ○資産評価替えによる変動額 0 0 0

        ○無償受贈資産受入 0 0 0

        ○そ の 他 0 △ 64,695 △ 64,670

期末純資産残高 14,770,572 17,340,298 18,460,419

３　純資産変動計算書
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（単位：千円）

  自　平成２７年４月　１日
  至　平成２８年３月３１日

普通会計 地方公共団体全体 町全体連結
（一部事務組合等含む）

　人件費 1,098,412 1,255,940 1,498,140

　物件費 826,828 1,094,338 1,241,442

　社会保障給付 593,845 2,614,625 3,321,174

　補助金等 1,191,470 2,022,143 2,029,203

　支払利息 34,866 81,347 82,172

　他会計への事務費等充当財源繰出支出 636,569 0 0

　その他支出 19,352 715,996 759,408

支出合計 4,401,342 7,784,389 8,931,539

　地方税 1,694,058 1,694,058 1,694,058

　地方交付税 1,920,835 1,920,835 1,920,835

　国県補助金等 1,035,297 1,978,313 2,266,941

　使用料・手数料 89,974 89,974 132,171

　分担金・負担金・寄附金 64,653 1,204,097 2,052,178

　保険料 0 538,309 538,309

　事業収入 0 385,328 385,328

　諸収入 98,590 114,902 138,090

　地方債発行額 200,000 200,000 200,000

　長期借入金借入額 0 0 959

　基金取崩額 0 2 14,192

　他会計繰入金等 0 0 0

　その他収入 424,491 1,106,274 1,107,820

収入合計 5,527,898 9,232,092 10,450,881

①経常的収支額 1,126,556 1,447,703 1,519,342

　公共資産整備支出 663,597 720,458 777,103

　公共資産整備補助金等支出 11,512 23,139 23,139

　他会計への建設費充当財源繰出支出 1,664 0 0

　地方努独立行政法人公共資産整備支出 0 0 0

　一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 0 0

　地方三公社公共資産整備支出 0 0 0

　第三セクター等公共資産整備支出 0 0 0

支出合計 676,773 743,597 800,242

　国県補助金等 95,432 137,802 137,802

　地方債発行額 432,800 449,200 494,087

　長期借入金借入額 0 0 0

　基金取崩額 0 0 0

　他会計負担金等 0 0 0

　その他収入 16,000 19,785 19,785

収入合計 544,232 606,787 651,674

②公共資産整備収支額 △ 132,541 △ 136,810 △ 148,568

４　資金収支計算書

公
共
資
産
整
備
収
支
の
部

経
常
的
収
支
の
部
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（単位：千円）

  自　平成２７年４月　１日
  至　平成２８年３月３１日

普通会計 地方公共団体全体 町全体連結
（一部事務組合等含む）

　投資及び出資金 0 0 0

　貸付金 1,440 1,440 1,639

　基金積立額 582,030 590,774 610,735

　定額運用基金への繰出支出 0 0 0

　他会計への公債費充当財源繰出支出 115,074 0 0

　地方債償還額 361,409 513,326 557,307

　長期借入金返済額 0 0 0

　短期借入金減少額 0 0 0

　収益事業純支出 0 0 0

　その他支出 0 115,074 115,074

支出合計 1,059,953 1,220,614 1,284,755

　国県補助金等 0 0 0

　貸付金回収額 6,370 6,370 6,370

　基金取崩額 0 0 0

　地方債発行額 0 0 0

　長期借入金借入額 0 0 0

　公共資産等売却収入 1,802 1,802 1,802

　収益事業純収入 0 0 0

　その他収入 2,409 4,073 4,111

収入合計 10,581 12,245 12,283

③投資・財務的収支額 △ 1,049,372 △ 1,208,369 △ 1,272,472

期首資金残高 615,727 1,943,676 2,061,994

当年度資金増減額（①＋②＋③） △ 55,357 102,524 98,302

経費負担割合変更に伴う差額 0 0 27

期末資金残高 560,370 2,046,200 2,160,323

※1 一時借入金に関する情報
①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
②平成27年度における一時借入金の借入限度額は250,000千円です。
③支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額 6,698,438 千円
繰越金 △ 615,727 千円
地方債発行額 △ 632,800 千円
財政調整基金等取崩額 0 千円
支出総額 △ 6,138,068 千円
地方債償還額 396,275 千円
財政調整基金等積立額 120,626 千円
基礎的財政収支 △ 171,256 千円

投
資
・
財
務
的
収
支
の
部

資
金
残
高
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